	経済情勢トピックス
《消費増税の影響　―１～３月の駆け込み需要を中心にー》


	2014年4月に消費税率が5％から8％へと17年ぶりに引き上げが行われました
。
　1～3月の駆け込み需要では、耐久財の需要が大きく、比較的長期間にわたってみられたのに対し、日用品等の需要は消費税率引き上げ前の短期間に集中しました。4月以降の駆け込み需要の反動減は、確かにみられるものの、概ね想定内との声が多くなっています。また、消費税引き上げ分については、概ね販売価格への適正な転嫁が行われたものと思われます。
今後の見通しでは、消費税引き上げによって2014年4～6月期はマイナス成長となるものの、7～9月期以降は再びプラス成長に復帰するという予想が大勢を占めています。


１　消費税率引き上げ前の駆け込み需要
全国の2014年1～3月の実質GDP成長率（図表1）では、前期比＋1.5％（年率＋5.1％）と非常に高い伸びとなりました。その要因では、民間最終需要の寄与度が＋1.8と大きく寄与しました。
図表１　全国の実質GDP成長率
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（出所）内閣府「四半期別GDP速報」

　民間最終需要の内訳では（図表2）、自動車・家電等の耐久財の成長率が前期比+13.7％と大きく、衣料・化粧品等の半耐久財、消耗品・食料品等の非耐久財の需要は小さく、外食・旅行等のサービスの前期比は横ばいとなっています。1997年当時と比べると今回2014年の駆け込み需要の特徴では、耐久財の駆け込みが大きかったこと、サービス消費の駆け込み需要が小さかったことが挙げられます。
駆け込み需要の動向について、全国のデータを元に、品目別にみていきます（図表3）。自動車や家電といった耐久財では、2013年末頃から前年比の伸び率が上昇していますが、百貨店売上高やスーパーの飲食料品といった半耐久財、非耐久財における売上の前年比は、消費税率引き上げ前の3月に急増したという特徴があります。このことから、耐久財の駆け込み需要は比較的長い期間においてみられたのに対し、半耐久財、非耐久財の駆け込み需要は消費税率引き上げ前の比較的短い期間に集中したことがわかります
。
図表２　形態別にみた個人消費の伸び率
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（出所）内閣府「月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料」
　駆け込み需要ではどのようなものが購入されたのでしょうか。家計の消費動向から駆け込み需要の状況についてみてみます。図表4は全国の3月の実質消費支出において 前年比伸び率の寄与度が大きい品目を中心に抜き出したものですが、電気冷蔵庫、電気掃除機、エアコンといった「家庭用耐久財」、ベッドなどの「寝具類」、単価が下がってまとめ買いがしやくなった「化粧品」や「日用雑貨」、米、調味料、飲料、酒といった「一定期間保存可能な食料品」、消費税率引き上げ前の購入であれば引き上げ後も
	図表３　消費税率引き上げ後の消費動向

	新車販売台数（含む軽）
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	百貨店売上高
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	家電販売金額
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	スーパーの飲食料品（除く生鮮食品）販売額
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	（出所）内閣府「消費税率引上げ後の消費動向等について」

（注）家電販売金額は、全国の有力家電量販店におけるテレビ、エアコン、冷蔵庫、パソコン、携帯電話の５品目の合計。税抜き価格ベース。


サービスが利用できる「鉄道定期券」、環境税の増税と合わせてダブルで増税となった「ガソリン」など、様々な品目にわたって駆け込み需要がみられました
。

図表４　駆け込み需要がみられた主な品目
（2014年3月；二人以上世帯；実質増減率,％）
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（出所）総務省統計局「家計調査」

　1997年との比較では（図表5）、3月の支出において、「家事・家具用品」が前回は前年比38.3％であったのに対して、今回は82.5％と伸び率が大きかったこと、その他の品目については、ほぼ前回並みの伸び率となったことが特徴として挙げられます。「家具・家事用品」が前回1997年よりも大きくなった理由として、所得環境の好転や、これまで我慢していた買い替え需要（ペントアップ需要）の他に、ネットショッピングの浸透といった要因も考えられます
。
図表５　消費支出における主要品目別の実質増減率
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（出所）総務省統計局「家計調査」

先ほど、半耐久財・非耐久財について、駆け込み需要は3月を中心に起こったことを説明しました。駆け込み需要が顕著にみられた品目について購入時期をみると（図表6）、食料品やガソリンといった品目では消費税率引き上げ前の直前期に多く購入されたことがわかります
。
また、全国のスーパー300店の消費者の動向をまとめた日経ＰＯＳによると、消費税率引き上げ前の3/24～30では、1～2月の週平均に比べ、1店舗1日あたりの来客数は5.4％増加、1人あたりの購入金額も15.2％増、1店舗1日あたりの販売金額は21.3％増となったとのことで、3月末の駆け込み需要は、かなり大きかったことが指摘されます。
図表６　週次支出の推移（全国）
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（出所）総務省統計局「家計調査」

２　4月以降の駆け込み需要の反動減
4月以降の売上状況では（図表3）、4月に入ってから駆け込み需要の反動減がみられおり、前年比で大きく売上等が減少しています。しかし、新車販売台数や百貨店売上高のように、4月の落ち込み幅が3月の状況と比較して、比較的小幅にとどまっていることや、家電販売金額やスーパーの飲食料品のように、駆け込み需要の反動減が日時が経過するに従って小さくなってきていることから、駆け込み需要の反動減は、概ね想定内に収まっているとの声が多く聞かれます。これには、駆け込み需要の反動減を見越した企業努力
に加え、特定の品目においては特殊要因
が影響していると思われます。
３　物価上昇と企業の価格転嫁
大阪市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）では、3月は前年比＋1.6％、4月速報は同＋3.2％と、品目によっては転嫁状況にばらつきは存在していますが、経済全体でみると消費税引き上げ分の価格転嫁は概ね順調になされたと思われます
。
価格転嫁の状況では、経済産業省が4月末に実施した書面調査（全国：回答数9,425事業者）によると、転嫁状況について、事業間取引では79.0％、消費者向け取引では69.3％の事業者が「全て転嫁できている」と回答しました。転嫁できた理由では、事業間取引・消費者向け取引のどちらにおいても消費税に対する理解が定着しているためという回答が多くなっています。また、「全く転嫁できていない」と回答した事業者は、事業間取引では3.8％、消費者向け取引では5.0％でした。
これらのことより、今回の消費税率引き上げでは、消費税分を価格転嫁できている企業が多く存在しています
。過去の状況を思い出してみると、1997年当時の消費税対策では「便乗値上げの禁止」が強く言われていましたが、今回の消費税対策では「円滑かつ適正な転嫁」が強く言われていたという違いがその背景にあると思います。
４　今後の見通し
エコノミストの予測を集計したESPフォーキャスト（5月調査）におけるコンセンサスでは、消費税率引き上げの影響は一時的で、4～6月期の実質GDP成長率は前期比年率▲3.8％と1～3月期の同+5.1％から急落するものの、7～9月期には同＋2.25％と再びプラスとなるという予想となっています。

また、2014年1～3月期の大阪府内の企業に対するアンケート結果（図表7）では、規模別にみると駆け込み需要の反動減の期間は違いがあるものの、概ね6月頃までに終わるとの回答が多くなっています。
　4月以降の駆け込み需要の反動減は、それなりにみられているものの概ね想定内で、今後回復する見込みであるとまとめられます。しかし重要なのは、落ち込みの幅よりも、消費税率引き上げ後も景気は回復基調を維持するのかということであるため、今後の推移について注目していく必要があります。
（佐野　浩）
図表７　駆け込み需要の反動減の期間
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（出所）大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
� 本稿は、5月26日までに得られた情報を元に執筆している。また特に断りのない限り、全国のデータを用いて説明している。


� 2月において関東地方を中心に大雪の影響から手控えられていた消費が、3月になって顕在化したことによって、3月の消費額が大きくなった可能性もある。


� 駆け込み需要について、スーパーのPOSデータを用いて比較したところ、関西と関東における商品分類別の動向では、大きな違いは見受けられなかった。ただし、関西と関東の「消費意識の違い」として、ＪＲの定期券販売額についてＪＲ西日本は前年比+190.5％とＪＲ東日本の同+178.1％よりも10ポイント近く高いことが指摘されている（流通経済研究所「食品スーパーにおける駆け込み需要のＰＯＳ分析」5/19公表）。


� 日本経済研究センター「第158回四半期予測」（5/16公表）、内閣府「2014年1～3月期の個人消費の動向と先行きの留意点」（5/23公表）参照。�事実、物流関係では、ネット通販などの注文が集中したため、3月末の配送に支障をきたしたことがあったとのことである（日経4/1）。


� 日経新聞の消費者調査（3/30～4/1；ネット調査;20代～60代の男女2,800人回答）では、食料品・日用品を中心に駆け込み需要を行ったが、食料品・日用品の購入量では、「1ヶ月程度」が27.9％、「2ヶ月程度」が23.0％、「3ヶ月程度」が25.1％と、買いだめの影響が出る期間は比較的短期間だろうということを指摘している（日経新聞4/5）


� 4月の在阪百貨店では、クーポン券の配布、集客イベントの実施、初夏物衣料の前倒し販売といった対応がみられ、駆け込み需要の反動減の緩和に貢献したとのことである（各社新聞記事より）。


� 具体的には、軽自動車を中心とした受注残や、window XPのサポート終了期限（4/9）によるパソコンの買い替え需要が下支えしていると考えられる。


� 消費者物価指数を構成する品目では、電気代など経過措置対象の品目や、家賃や保険料など消費税の課税対象ではない品目も含まれている。そのため、消費税率引き上げ分がフルに転嫁されたとすると、4月は1.8％上昇すると計算される（日本総合研究所「関西の景気動向」）。これを考慮すると、概ね3月と同様の上昇分となっている。


� 消費税引き上げ分の価格転嫁は概ね順調にいっているとの声が多い一方、2013年前半に進展した円安等によって原材料価格の高騰等については、価格転嫁はまず無理との声が多いため、中小企業の経営状況については楽観視できない。
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